
平成２４年度の山形市人事行政の運営等の状況の公表について(公告) 

 

地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第５８条の２及び山形市人事行政の運営等の状況の公表

に関する条例（平成１７年市条例第２号）の規定に基づき、市政運営の透明度及び公平性を高めるため、

市職員の任免・給与等、平成２４年度の人事行政の運営等の状況について、その概要を次のとおり公表

します。 

なお、他の年度の状況についても一部掲載しています。 

 

平成２５年１１月２９日 

 

山形市長 市 川 昭 男 
 
 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 
 

(1) 部門別職員数                                                   ※各年度４月１日現在 （人） 

部  門 
職員数 

対前年 
増減数 増減の主な理由 

平成25年度 平成24年度 

一般行政部門 

議会 16 16 0  

総務 230 231 △1 政策調整業務の見直しによる減 

税務 108 108 0  

民生 235 231 4 社会福祉法人の認可・指導監査等業務の権限委譲による
業務の増、障がい者及び生活保護対応業務の増 

衛生 147 151 △4 清掃工場技能技師の引き揚げによる減 

労働 4 5 △1 施設管理運営業務の見直しによる減 

農水 63 64 △1 計画策定業務終了による減 

商工 38 35 3 
最上義光公没後 400 年記念事業、ASPAC（国際青年会議
所アジア太平洋エリア会議）開催準備対応業務の増 

土木 168 171 △3 市営住宅の指定管理者事務移管による減 

小計 1,009 1,012 △3  

特別行政部門 

教育 274 278 △4 社会教育及び青少年業務の見直し、学校技能技師の引き
揚げによる減 

消防 235 231 4 （仮称）西消防署開設準備による増 

小計 509 509 0  

公営企業等 
会計部門 

病院 562 551 11 医療・看護体制の充実による増 

水道 138 139 △1 水運用業務の見直しによる減 

下水道 47 47 0  

その他 69 70 △1 収納管理業務の見直しによる減 

小計 816 807 9  

合     計 2,334 2,328 6  

注１：職員数は一般職に属する職員数。地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、臨時及び非常

勤職員を除く。 

２：公営企業等会計部門の「その他」は、国民健康保険・介護保険・後期高齢者医療・卸売市場の各事業会計に属す

る職員の合計 
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(2) 採用者数の状況                                                                        （人） 

職種区分 

平成 24 年度 平成 23 年度 

増減 競争試験
による採用 

選考に 
よる採用 

再任用に 
よる採用 

小
計 

競争試験
による採用 

選考に 
よる採用 

再任用に 
よる採用 

小
計 

行    政 26   26 18   18 8 
土   木   1 1     1 
建   築 2  1 3     3 
電    気 3   3 2  1 3 0 
機    械 1   1   1 1 0 
保 育 士 5   5 5   5 0 
管理栄養士     1   1 △1 
医    師  9  9  11  11 △2 
薬 剤 師 2   2 1   1 1 
看 護 師 22  1 23 22  1 23 0 

臨床検査技師 1   1 1   1 0 
診療放射線技師     1   1 △1 
作業療法士 1   1     1 
理学療法士 1   1     1 
指導主事  5  5  8  8 △3 
教    員  3  3     3 
消 防 士 13   13 10  1 11 2 

技能労務職員   5 5   9 9 △4 
合    計 77 17 8 102 61 19 13 93 9 

注：「再任用による採用」⇒ 定年退職等で退職した職員を再び採用すること。 

(3) 退職者数の状況                                                                    （人） 

職種区分 
平成 24 年度 平成 23 年度 

増減 
定年 勧奨 普通 死亡 懲戒 小計 定年 勧奨 普通 死亡 懲戒 小計 

行   政 35 2 3 3 1 44 15 2 4 2  23 21 
土    木 1     １   1   1 0 

農    業       1     1 △1 

建   築  1    1 2     2 △1 

電    気 3     3 1     1 2 

化   学  1    1       1 

機    械             0 

林   業             0 

保 健 師         1   1 △1 

栄 養 士             0 

保 育 士 2 3 1   6 3 1    4 2 

医    師 2  19   21   15   15 6 

薬 剤 師   1   1 1  1   2 △1 

看 護 師 1 1 3   5 1 4 6   11 △6 

准看護師 1     1 1     1 0 

臨床検査技師       1     1 △1 

診療放射線技師 1     1       1 

理学療法士             0 

指導主事   4   4   4   4 0 

教    員   1   1 1  2   3 △2 

消 防 士  2    2 6 2    8 △6 

技能労務職員 3 3  1  7 7 1    8 △1 

合    計 49 13 32 4 1 99 40 10 34 2 0 86 13 

注１：「定年」⇒ 職員の定年は６０歳（医師・歯科医師は６５歳） 
２：「勧奨」⇒ 早期退職募集制度の適用を受け、定年前に退職すること。 
３：「普通」⇒ 自己都合による退職などのこと。 
４：「懲戒」⇒ 懲戒処分としての免職のこと。 

５：指導主事・教員については、転入・転出を含む。 
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(4) 再任用職員数の状況                                     ※各年度４月１日現在 （人） 

職種区分 
平成 24 年度 平成 23 年度 

増減 
フルタイム 短時間 小計 フルタイム 短時間 小計 

機   械  2 2  2 2 0 

土   木  2 2  1 １ 1 

建   築  1 1    1 

電   気  1 1  1 1 0 

看 護 師  3 3  3 3 0 

准看護師  2 2  2 2 0 

技能労務職員  21 21  22 22 △1 

消   防  1 1  2 2 △1 

合    計  33 33  33 33 0 

注１：「再任用職員」⇒ 定年退職等で退職後、再び採用された職員のこと。 

２：「フルタイム」 ⇒ 一般の職員と同様、１週当たり３８時間４５分勤務すること。 

３：「短時間」    ⇒ 一般の職員より短い、１週当たり１５時間３０分～３１時間勤務すること。  

 

(5) 職員採用における競争試験の実施状況                                       （平成２４年度） 

試験区分 
受験者数 一次 

合格者数 
二次 

受験者数 

最終 
合格者数 

(C) 

補欠 
合格者数 

倍   率 
(Ａ＋Ｂ) 

/Ｃ 
男性(Ａ) 女性(B) 

上級行政 138 79 46 44 24 4 9.0 

上級行政（特別選考） 10 4 2 2 2 0 7.0 

上級行政 
（身体障がい者対象） 4 2 2 2 1 0 6.0 

上級電気 10 0 2 2 1 0 10.0 

上級建築 6 0 1 1 1 0 6.0 

上級土木 11 0 2 1 1 0 11.0 

上級化学 8 0 2 2 1 0 8.0 

初級行政 28 33 20 19 13 0 4.7 

初級土木 1 0 0 0 0 0  

保健師 0 28 2 2 1 0 28.0 

保育士 0 29 13 13 6 2 4.8 

看護師 4 34 28 27 16 2 2.4 

診療放射線技師 4 1 3 3 1 1 5.0 

薬剤師 2 0 2 1 1 0 2.0 

消防士（大学卒業程度） 78 2 13 12 4 1 20.0 

消防士（高校卒業程度） 46 1 10 10 5 0 9.4 

合計 350 人 213 人 148 人 141 人 78 人 10 人 7.2倍 

 

 
 
 
 

3 



２ 職員の給与の状況 
 

市職員の給与は、国家公務員の給与を基本として、市議会の議決を経て条例で定めています。 
 

(1) 人件費の状況                                             （平成２４年度普通会計決算） 

住民基本台帳人口 歳出額（Ａ） 実質収支 人件費（B） 人件費率（Ｂ/Ａ） 平成23年度の人件費率 

250,551人 85,590,854千円 1,526,281千円 13,992,240千円 16.3％ 16.3％ 

注：住民基本台帳人口は、平成２５年３月３１日現在 

 

(2) 特別職の給与 （平成２４年４月１日現在）  
区分 月額 

給  料 
市  長 1,066,000円 

副市長 843,000円 
   

報  酬 

議  長 770,000円 

副議長 720,000円 

議  員 670,000円 

注１：期末手当の年間支給月数は、平成２４年４月１日現在 
２：市議会議員以外の特別職は２．９０月（６月期：１．４０月、１２月期：１．５０月）、市議会議員は３．０５月（６月期： 
１．４５月、１２月期：１．６０月） 

 

(3) 職員の初任給及び経験年数別平均給料月額                （平成２４年４月１日現在）     （円） 

区  分 
山形市 国 

初任給 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年 初任給 

一般行政職 
大学卒 172,200 249,808 307,071 364,261 

総合職 172,557 (181,200) 

一般職 163,987 (172,200) 

高校卒 140,100 ※207,905 251,075 309,058 133,418 (140,100) 

技能労務職 高校卒 137,200 ※197,525 231,271 278,875 － 

注１：経験年数は、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は採用後の年数 
２：※は、当該階層の職員数が３人以下のため近似階層の職員を含めた平均給料月額 
３：国の初任給の欄における括弧書き内の額は、国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律による減額
措置がないとした場合の額 

 

(4) 職員給与費の状況                                    （平成２４年度普通会計決算） 

職員数 
（Ａ） 

給      与       費 職員一人当たりの 
人件費（Ｂ/Ａ） 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） 

1,520人 6,100,441千円 1,194,329千円 2,187,387千円 9,482,157千円 6,238千円 

注１：職員手当には退職手当を含まない。 
２：職員数は、平成２４年４月１日現在 

 

(5) 職員の平均給料・平均給与の月額及び平均年齢     （平成２４年４月１日現在） 

区    分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

一般行政職 341,900円 409,603円 43.3歳 

技能労務職 336,700円 373,567円 46.7歳 

注：給与には、扶養手当及び通勤手当等の諸手当を含む。  
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(6) 昇給の状況 

区    分 一般行政職 

平成24年度 

職員数（Ａ） 851人 

昇給した職員数（Ｂ） 749人 

比率（Ｂ/Ａ） 88.0％ 

平成23年度 

職員数（Ａ） 847人 

昇給した職員数（Ｂ） 729人 

比率（Ｂ/Ａ） 86.1％ 

 

(7) 職員の退職手当                    （平成２４年４月１日現在） 

区   分 
山形市 国 

自己都合 勧奨･定年 自己都合 勧奨･定年 

支 

給 

率 

勤続20年 23.5月分 30.55月分 23.5月分 30.55月分 

勤続25年 33.5月分 41.34月分 33.5月分 41.34月分 

勤続35年 47.5月分 59.28月分 47.5月分 59.28月分 

最高限度額 59.28月分 59.28月分 59.28月分 59.28月分 

そ の 他 の 

加 算 措 置 

定年前早期退職特例措置 

（５０歳以上の職員は、1年につき２％加算） 

退 職 時 の 

特 別 昇 給 
－ － 

一人当たりの 

平均支給額 
20,380千円 － 

注：一人当たりの平均支給額は、平成２４年度の実績 

 

 (８) 特殊勤務手当                           （各年度普通会計決算）   

 平成24年度 平成23年度 

職員一人当たりの支給年額 19,432円 19,441円 

手当の種類 19種類 19種類 

手当が支給された職員の割合 27.4％ 27.3％ 
 

 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

動産等差押手当 左記の業務の従事者 
市税等の滞納処分のうち、 

財産の差押業務等 
日額４００円 

行旅死亡人 

取扱手当 
左記の業務の従事者 行旅死亡人の取扱業務 １件４，０００円 

社会福祉業務手当 

社会福祉法第１５条の 

規定による指導監督等

を行う職員 

極めて処遇困難な対象者宅を訪問し

ての指導監督業務等 
日額５００円 

防疫手当 左記の業務の従事者 

感染症の疑いのある者の救護業務又

は感染症の病原体に汚染された物件

の処理業務 

日額２００円 
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ごみ及びし尿直接 

接触処理業務手当 
左記の業務の従事者 

① ごみ及びし尿に直接身体的接触を

伴う業務 

② 家畜の畜舎内における牛又は豚

の伝染病の予防接種の補助業務 

日額４００円 

焼却炉清掃手当 左記の業務の従事者 清掃工場の焼却炉内部の清掃業務 1 回２，３００円 

感染症作業手当 左記の業務の従事者 

感染症患者の病室における患者の看

護業務又は感染症の病原体に汚染さ

れた（疑いのある）物件の処理業務等 

日額２００～１，０００円 

医務手当 
済生館に勤務する 

医師及び歯科医師 

医師の業務（役職（館長・副館長）及び

医師免許取得後の経験年数に基づ

く。） 

月額４５，０００～ 

２３０，０００円 

夜間看護等手当 
済生館に勤務する看護

師及び医療技術職員 

正規の勤務時間として深夜に行われ

る看護業務等 
1 回６２０～３，３００円 

特殊自動車 

運転手当 
左記の業務の従事者 

道路交通法施行規則第２条の表に掲

げる大型特殊自動車及び小型特殊自

動車（道路整備用特殊自動車等）の運

転業務 

日額２６０円 

清掃工場 

夜間勤務手当 

清掃工場に勤務し、 

左記業務に従事した 

職員 

正規の勤務時間としての深夜勤務 1 勤務８００円 

消防夜間特殊業務

手当 

交代制勤務を正規の 

勤務とする消防職員 
深夜の通信及び受付業務 1 勤務４００～６００円 

高所作業手当 左記業務の従事者 
地上又は水面１０ｍ以上の高所で消防

活動又は保守営繕活動等の業務 

日額又は 1 勤務 

２００～３００円 

機関員手当 
機関員に指定された 

消防職員 
消防ポンプ自動車の機関操作業務 

月額１，５００～ 

１，８００円 

夜間除雪作業手当 左記業務の従事者 深夜に行われる道路の除雪業務 1 勤務１，５００円 

解剖等手当 
済生館に勤務する 

臨床検査技師 
死体解剖の補助等の業務 1 件３，４００円 

夜間守衛業務手当 
守衛業務に従事する 

職員 
正規の勤務時間として深夜勤務 1 勤務６００円 

消防感染危険手当 
消防職員で左記の 

業務に従事した職員 

救急、火災防御及び救助のため出勤

し、当該業務に従事した際の死体、出

血者及び感染症感染者の措置業務 

1 勤務２００円 

放射線照射介助 

業務手当 

済生館に勤務する 

看護職等 

専ら照射室内において照射中に 

１時間を超える患者の介助業務 
日額２００円 

 
 

(9) 時間外勤務手当                        （各年度普通会計決算） 

 平成24年度 平成23年度 

職員一人当たりの支給年額 259,196円 306,259円 
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(10) ラスパイレス指数（行政職給料表適用職員を対象） 

ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。 

平成24年度 平成23年度 平成22年度 平成21年度 

108.8(100.6) 100.6 100.5 99.0 

注：平成２４年度の欄における括弧書き内の値は、国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律による 
減額措置がないとした場合の参考値 

 
 

(11) 通勤手当及び期末・勤勉手当                                    （平成２４年４月１日現在） 

 山形市 国 

通勤手当 

交通機関利用の場合 限度額 月額 55,000円 交通機関利用の場合 限度額 月額 55,000円 

自動車等の場合   通勤距離に応じて 
月額 6,000～24,500円 自動車等の場合   通勤距離に応じて 

月額 2,000～24,500円 

期末手当 
勤勉手当 

 期末手当 勤勉手当  期末手当 勤勉手当 

 ６月 1.20月分 0.60月分  ６月 1.225月分 0.675月分 

１２月 1.50月分 0.65月分 １２月 1.375月分 0.675月分 

計 2.70月分 1.25月分 計 2.60月分 1.35月分 
 

 

（12） 地域手当                                             （平成２４年４月１日現在） 

 山形市 国 

東京都で在勤する職員 
給料、管理職手当及び扶養手当の月額の

合計額の１００分の１８ 

俸給、俸給の特別調整額及び扶養手当の

月額の合計額の１００分の１８ 

医師 
給料、管理職手当及び扶養手当の月額の

合計額の１００分の１５ 

俸給、俸給の特別調整額及び扶養手当の

月額の合計額の１００分の１５ 

仙台市で在勤する職員

（東日本大震災の復興

事業に係る派遣職員） 

給料、管理職手当及び扶養手当の月額の

合計額の１００分の６ 

俸給、俸給の特別調整額及び扶養手当の

月額の合計額の１００分の６ 

 注：国の俸給は山形市の給料に、俸給の特別調整額は管理職手当に相当する。 

 

 

 

 

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

職員の勤務時間、各種休暇等の勤務条件については、市条例・規則において定められています。 

 

（1） 勤務時間（週３８時間４５分勤務の一般的なもの）                           （平成２４年４月１日現在） 

勤務開始時刻 勤務終了時刻 休憩時間 1 日の勤務時間 

午前８時３０分 午後５時１５分 正午～午後 1 時 ７時間４５分 

 

 

(2) 各種休暇の概要 （平成２４年４月１日現在） 

○年次有給休暇 ・・・ １年につき２０日付与（未取得日数分は２０日を上限に、翌年に限り繰越し可能） 

○病気休暇    ・・・ 職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ないと

認められる場合における休暇 
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承認基準 取得可能期間 

病
気
休
暇
（有
給
） 

公務上又は通勤時の負傷又は疾病 必要と認められる期間 

結核性疾患 １年６月以内で必要と認められる期間 

悪性新生物による疾病等任命権者が特に必要と認める疾病 １８０日以内で必要と認められる期間 

上記以外の負傷又は疾病 ９０日以内で必要と認められる期間 

病気休暇・休職からの復職後も通常勤務が困難な場合 
６０日以内で必要と認められる期間中 
１日につき必要と認められる時間 

 

 

 

○特別休暇 ・・・ 結婚、出産、交通機関の事故その他の特別の事由により職員が勤務しないことが相当である

場合として認められる休暇 

承認基準 取得可能期間 

特
別
休
暇
（有
給
） 

公民権行使 必要と認められる期間 

裁判員、証人、鑑定人、参考人等としての裁判所等への出頭 必要と認められる期間 

骨髄移植のためのドナー登録・検査・提供 必要と認められる期間 

ボランティア活動 １年で５日以内 

結婚 連続する７日以内の期間 

女性職員の出産 
産前８週以内、産後８週（多胎の場合は産
前１４週以内、産後１４週） 

生後１歳６か月に達しない子の育児 1 日９０分以内（２回に分割可） 

親族の看護 
１年で５日以内 
（親族が２名以上の場合は１０日） 

乳幼児の法定健康診査及び法定予防接種 必要と認められる時間 

女性職員の生理 必要と認められる期間 

妊産婦法定健診 必要と認められる時間 

妊娠職員の母体・胎児保護のための通勤緩和 
出勤又は退勤時につき１日を通じて１時間
以内 

妊娠職員の母体・胎児保護のための休息及び捕食 必要と認められる時間 

妻の出産 ２日以内 

妻の出産に際して、その出産に係る子又は小学校就学前の
子を養育 

産前６週以内、産後８週以内の期間で５日
以内 

忌引 
続柄等に応じ、連続する１～１０日以内の
期間 

追悼行事 １日以内の期間 

夏季休暇 ７～９月の間に６日以内の期間 

冬季休暇 １２～３月の間に３日以内の期間 

感染症発生による交通遮断及び入院 必要と認められる期間 

住居の滅失又は損壊（のおそれ） 
１５日（おそれがある場合は３日）以内の期
間 

災害等発生による通勤困難 必要と認められる期間 

通勤途上における災害等発生時の安全確保 必要と認められる期間 

○介護休暇 ・・・ 職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母その他規則で定める者で、負傷、疾病又は老齢により

規則で定める期間にわたり日常生活を営むのに支障があるものの介護をするため、勤務しない

ことが相当であると認められる場合における休暇 

承認基準 取得可能期間 

介護休暇（無給） 家族の介護 連続する３月以内の期間 
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（3） 育児休業等の概要                    （平成２４年４月１日現在） 

種   類 取得可能期間 

育児休業 子の満３歳の誕生日の前日まで 

育児短時間勤務 小学校就学始期まで 

部分休業 小学校就学始期まで 

 
 
 
 
 

４ 職員の分限及び懲戒の処分の状況 

 

(1) 分限処分者数 

「分限処分」は、公務能率確保の観点から、本人の意に反し、本人の身分を不利益に変動させる処分です。 

不利益処分のため、地方公務員法で定める事由に対応した処分のみ行います。 

事由 
平成 24 年度 平成 23 年度 

降給 降任 休職 免職 降給 降任 休職 免職 

心身の故障 ０人 ０人 １３人 ０人 ０人 ０人 １２人 ０人 

注１：「降給」⇒ 現在の給料の額よりも低い額に下げる処分 
２：「降任」⇒ 現在の職位よりも下位の職位に下げる処分 
３：「休職」⇒ 一定期間職務に従事させない処分（一部給料支給あり） 
４：「免職」⇒ 山形市職員としての身分を失わせる処分（退職手当の支給あり） 

 

 

(2) 懲戒処分者数 

「懲戒処分」は、職員の一定の義務違反に対し、職員の道義的責任を問うことにより公務の規律と秩序を維持

することを目的とする制裁的な処分です。不利益処分のため、地方公務員法で定める事由においてのみ処分を

行います。 

主たる事由 
平成 24 年度 平成 23 年度 

戒告 減給 停職 免職 戒告 減給 停職 免職 

非行行為 ０人 １人 ２人 1 人 ０人 １人 ０人 ０人 

職務上の義務違反又は職務怠慢 ０人 ０人 1 人 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

注１：「戒告」⇒ 職員の義務違反の責任を確認するとともに、矯正を求め将来を戒める処分 
２：「減給」⇒ 一定期間、現在の給料の額から一定割合を減額する処分  
３：「停職」⇒ 一定期間職務に従事させない処分（給料の支給なし） 
４：「免職」⇒ 山形市職員としての身分を失わせる処分（退職手当の支給なし） 

 
 
 
 

５ 職員の服務の状況 

 

(1) 営利企業等への従事許可 

地方公務員法の規定により、職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利企業の役員等への就任、自

ら営利企業を営むこと、及び報酬を得て事業に従事することができません。これは、職員の職務専念義務が

損なわれることを未然に防止するため、また、職務の公正を確保し、職の信用を保持するための規制措置で

す。許可される場合の主な例として次のものがあります。 

・ 部課長等が、市の出資法人の非常勤取締役に無報酬で就任する場合 

・ 職員が居住地区の消防団員として、消火・水防業務等に従事する場合 
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(2) 職務専念義務の免除 

地方公務員法の規定により、法律又は条例に特別の定めがある場合を除くほか、職員は、勤務中、職務に

専念する義務が課せられています。例外的に、職務専念義務が免除される場合の主な例として次のものがあ

ります。 

・ 研修を受ける場合 

・ 国又は他の地方公共団体、学校その他の公共的団体から依頼を受けて講演又は講義をする場合 
 
 
 
 

６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 

(1) 職員研修の実施状況（主なもの）                                            （平成２４年度） 

研修体系 主な概要 研修の区分 実施数 受講者数 

集
合
研
修 

基本研修 
職務遂行に必要な知識、技
能、態度等を修得するため
に行う階層別研修 

新規採用職員研修、 
一般職員研修、監督者研修、 
管理者研修 

１１件 ５５０人 

特別研修 
より専門的な知識や技能等
を修得するための研修 

政策研修、法令研修、 
特別研修、実務研修 

１８件 ６６４人 

集合研修 計 ２９件 １，２１４人 

派遣研修 
専門的な知識や技術等を修得するため、職員を各種研修機
関や団体等に派遣して行う研修 

３０件 ６０人 

総   計 ５９件 １，２７４人 
 
 

(2) 勤務成績の評定状況                                                     （平成２４年度） 

評定時期 被評定職員 評定の方法 

平成２４年１２月 
（年１回） 

管理職を除く 
全職員 

直属の上司３人（最大）が、知識・技術、判断力、住民対応力、協調性な
どの職務遂行能力について評価 

 
 
 
 
 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

(1) 職員の福利厚生事業の概要 

共済組合とは山形県市町村職員共済組合を、互助会とは山形県市町村職員互助会を、厚生会とは山形市

職員厚生会をいいます。 

  

① 保健事業の概要（主なもの）                                          （平成２４年度） 

事業名 事業の概要 実施主体 

健康診断 定期健康診断、がん検診 市・共済組合 

人間ドック 日帰り人間ドック、１泊２日人間ドック、脳ドック 互助会・厚生会 

メンタルヘルスケア 産業カウンセラーによる相談、 
メンタルヘルス相談医による相談 市・共済組合 
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② 給付事業の概要（主なもの）                                         （平成２４年度） 

事  項 共済組合 互助会 厚生会 

職員が死亡したとき。 埋葬料 
遺族共済年金 弔慰金 死亡弔慰金 

職員が傷病になったとき。 
高額療養費 
一部負担金払戻金 
療養費 

一部負担金補助金 傷病見舞金 

職員が出産したとき。 出産費  出産祝金 

 

③ 厚生会の事業費負担状況                                             （平成２４年度） 

 
 
 

(2) 公務災害の状況        （平成２４年度） 
 

 認定件数 

公務災害 ２０件 

通勤災害 １件 

計 ２１件 

 
 

(3) 勤務条件に関する措置の要求の状況 

地方公務員法の規定に基づき、職員から給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求があった

場合に、これを審査し、判定を行い、その結果、要求が適当なものと判定した場合には、権限を有する機関に

必要な勧告を行います。 

 

平成 23 年度末 
係属件数 

平成 24 年度中 
要求件数 

平成 24 年度中処理件数 平成 24 年度末 
係属件数 却  下 判  定 

０ ０ ０ ０ ０ 

 

(4) 不利益処分に関する不服申立ての状況 

地方公務員法の規定に基づき、職員から、懲戒その他その意に反する不利益な処分について不服申し立

てがあった場合に、これを審査し、不服申し立てに理由があると認めた場合は、処分の取消し、修正の裁決を

行い、また、必要がある場合には、処分者に対し、職員がその処分によって受けた不当な取り扱いを是正す

るための指示を行います。 

 

平成 23 年度末 
係属件数 

平成 24 年度中 
要求件数 

平成 24 年度中処理件数 
平成 24 年度末 

係属件数 
却  下 判  定 

０ ０ ０ ０ ０ 

 

職員一人当たりの掛金額 事業主の公費負担額 事業主の公費負担割合 

給料月額×0.2％＋５００円 ３，７４７千円 職員：事業主 ＝ １：0.11 
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